
別表十（八）付表 記載要領

１ この表は、投資法人が租税特別措置法第67条の15第１項（投資法人に係る課税の特例）又は所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）第10条の規定による改正前の租税特別措置法第

67条の15第１項（投資法人に係る課税の特例）の規定の適用を受ける場合に記載すること。

２ 「繰越利益等超過純資産控除項目額の計算」、「前期繰越利益等の額の計算」、「前期繰越利益等の額の調整」及び「繰越利益等超過純資産控除項目控除額のうち当期において配当可能利益の額に加算す

る金額の計算」の各欄は、投資法人が平成28年４月１日以後に支払う租税特別措置法第67条の15第１項に規定する配当等の額がある場合にのみ記載すること。

３ 投資法人において租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年財務省令第30号）附則第22条第２項（投資法人に係る課税の特例に関する経過措置）に規定する経過措置積立額がある

別 表 十 の 表 中

「
× 80又は70100 」

を

「
× 70100 」

に 、

「
× 80又は70100 」

を

「
× 70100 」

に 改 め 、 同 表 の 記 載 要 領 第 一 号 中「第３号」 を「次号」 に 改 め 、「（同条第９項にお

いて準用する場合を含む。）」 を 削 り 、 同 第 二 号 を 削 り 、 同 第 三 号 中「（同条第９項において準用する場合を含む。）」 を 削 り 、 同 号 を 同 第 二 号 と し 、 同 第 四 号 を 削 る 。

場合には、「控除済負ののれん発生益の額のうち当期加算額（34の計） 」の欄には、当該経過措置積立額を記載すること。
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